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信頼でリードするファミリーエンタープライズ 

アジア太平洋地域のファミ
リーエンタープライズにとって、
信頼を持ってリードすることは
今まで以上に戦略的優先事項
であり、収益を上げることや他
のビジネス目標を立てると同
じくらい重要になっています。
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これらの優先事項に対処することは通常の
状況下でも困難ですが、特に、あらゆるビ
ジネスや生活のあらゆる側面が混乱をきた
している現在のパンデミック下では、困難を
極めます。

アジア太平洋地域のファミリーエンタープラ
イズは、信頼をもってリードすることで、こ
れらの課題に取り組むことができます。信
頼は、ファミリーエンタープライズとそのス
テークホルダーをつなぐ絆であり、企業は
元来、信頼を通じて成長してきました。

実際、多くの面で、アジア太平洋地域のファ
ミリーエンタープライズのリーダーたちはす
でに信頼をもってリードし、従業員や顧客の
安全を守るために迅速に行動し、ビジネス
の優先順位をリセットし、時間、労力、およ
びリソースを投じて、事業活動の場である
社会を支援しています。

確かに、もっとできることはあります。特に
アジア太平洋地域では、多くのファミリーエ
ンタープライズはまだ第一世代です。多くの
企業にとって、特に組織が家長ひとりに支
配されている場合、組織運営管理は成熟す
る必要があります。また、合理化された、よ

りフラットなリーダーシップ構造は、アジリ
ティを向上できる一方で、複雑な意思決定
を行う必要がある場合、特に現在のパンデ
ミック時や将来、混乱が発生したときに潜
在的な隘路となる可能性があります。

本レポートでは、アジア太平洋地域のファミ
リーエンタープライズが、現在の混乱の影
響を受けているステークホルダーの多様な
ニーズに対応しながら、日々の業務をしっ
かり遂行する能力を示すことで、信頼の獲
得に向けてさらなる行動を起こす方法につ
いて説明します。これらのニーズは、物理的、
感情的、財務的、デジタルの、大まかに4
つの信頼領域に分類されます。

アジア太平洋地域はさまざまな回復段階に
あるため、ファミリーエンタープライズや創
業者経営の企業は依然として高いリスクを
負っています。結局のところ、一族の名前が
ビジネスに先行します2。失敗は、防ぐこと
ができるかどうかに関わらず、ビジネスを経
営する創業者や家族につきまといます。コ
ロナ禍の現実に対処しながら成長したいと
考えている多くの企業にとって、他者の信頼
に応え、他者に信頼を与えることが不可欠
です。

アジア太平洋地域のファミリーエンタープライズは、コミュニ
ケーション、成長または縮小の管理、デジタルトランスフォー
メーション、将来の計画、ガバナンスといった、プライベートファ
ミリーエンタープライズにとって重要な特定の組織の優先事項
を効果的に管理することで、競争優位性を得ることができます。

いま求められているのは 
信頼です

M a p l e L e a f E d u c a t i o n a l 
Systemsは、1990年代初頭に設
立された中国本土初のインターナ
ショナルスクールです。同校最大の
施設がある武漢では、約60,000例
の新型コロナウイルス感染症（コロ
ナ）感染が報告されています。

しかし、同校の武漢キャンパスでは
1件も感染が報告されませんでした。
しかも、全世界に104校以上を有
する同校は、シームレスに近い形で
パンデミックから脱却したのです。そ
の成功の理由は、心から共感して断
固とした行動を取ったことにありま
す。透明性のあるコミュニケーショ
ンにより、チームは共通の目的に向
かって自由に戦略を議論し、協力し
合いました。高度な教育技術により、
リモート学習への移行が容易になり、
コースワークの継続性と予定通りの
卒業が保証されました。エンパワー
メントの文化により、各校長は、地
域の状況に応じて再開の判断を下
すことができました。消毒手順を徹
底することで、生徒と教師に信頼が
生まれました。突き詰めると、
Maple Leafはこの危機において、
はるか以前に確立したもの、すなわ
ち、他者の信頼に応え、他者に信頼
を与えることを特徴とする文化に注
力したのです1。
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信頼とは、「他者が善意を持っていて、自分
に対して良い行動をしてくれると信じている
ため、相手の行動に対して脆弱になるのを
厭わないこと」と定義されています3。私た
ちは、他者が自分のために最善を尽くし、
裏切ることなく、自分の利益を守ってくれる
と信じ、また、そうすることですべての人に
とってより良い結果が得られると信じている
からこそ、他者を信頼するのです。

リーダーは、能力と意図をもって行動するこ
とで信頼を構築・維持することができます。
能力とは、実行力であり、自分の言ったこと
を最後までやり遂げる力のことです。意図と
は、ビジネスリーダーの行動の背景にある
意味を指し、ステークホルダーの欲求や
ニーズに心から共感し真の配慮を払って、

断固とした行動を取ることを意味します。信
頼し、信頼されるためには、相互価値を生
み出せる関係性に投資する選択を日々、意
識的に行う必要があります。信頼は具体的
な価値の交換であり、多くの次元で実行可
能です。

ビジネスリーダーは、コロナ後にステーク
ホルダーの信頼の醸成・構築を模索する中
で、以下の4つの信頼の側面にわたってス
テークホルダーのニーズに対応する必要が
あります。

• 物理的信頼：ステークホルダーが、オフィ
スや店舗などの物理的な場所が安全であ
ると信頼できること。

• 感情的信頼：ステークホルダーが、感情
的および社会的ニーズが守られていると
信頼できること。

• 財務的信頼：ステークホルダーが、経済
的および財務的懸念が払拭されていると
信頼できること。

• デジタルへの信頼：ステークホルダーが、
情報およびデータが安全であると信頼で
きること。

各ステークホルダーグループに最も関係す
るのはどの側面でしょうか。それぞれの分野
で戦略を練り、透明性と誠実さをもってそ
れを伝えることが重要です。

感情的
あなたの感情的および社
会的ニーズが守られてい
ると信頼できること

物理的
あなたの物理的な
空間が安全であるこ
とを信頼できること

信頼の4つの側面 意図

能力

デジタル
あなたの情報および
データが安全である
と信頼できること

財務的
あなたの財務的懸
念が払拭されてい
ると信頼できること

信頼の定義

https://www2.deloitte.com/ca/en/pages/deloitte-analytics/articles/chemistry-of-trust.html
https://www2.deloitte.com/us/en/insights/economy/covid-19/guide-to-organizational-recovery-for-senior-executives-heart-of-resilient-leadership.html
https://www2.deloitte.com/us/en/insights/economy/covid-19/guide-to-organizational-recovery-for-senior-executives-heart-of-resilient-leadership.html
https://www2.deloitte.com/us/en/insights/economy/covid-19/building-trust-during-covid-19-recovery.html
https://www2.deloitte.com/us/en/insights/economy/covid-19/building-trust-during-covid-19-recovery.html
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顧客とのコミュニケーションとは、顧客の人
物像や欲求、自社の製品やサービスに対す
る満足度を理解することを意味します。従
業員との透明性のあるコミュニケーション
は、関係を強化し、忠誠心を高めることが
できます。家族の世代間コミュニケーション
は常に優先事項ですが、危機的状況下では
さらに重要性が増します。

コロナ期間中に高まった影響
パンデミックのストレスにより、特に、現在
の環境下でファミリーエンタープライズが顧
客ニーズを満たすことができるかを疑問視
している顧客とのコミュニケーションの重要
性が高まっています。例えば、組織は、買い
物をするための物理的に安全な環境やデジ
タル的に安全な環境を提供できることを、
言葉と行動で顧客に伝えることができなけ
ればなりません。デジタル機能を構築中で、

マーケティング部門やPR部門がより初期段
階にあるプライベートファミリーエンタープ
ライズは、絶え間なく変化する市場環境下
で顧客と効果的にコミュニケーションを取り、
関わり合うことが難しいと感じているかもし
れません。

同様の理由から、ファミリーエンタープライ
ズは、従業員やサプライヤーとのコミュニ
ケーションはさらに難しいと感じているかも
しれません。コミュニケーションが効果的で
ない場合、従業員やサプライヤーは組織の
支払い能力に疑問を抱くようになり、財務
的信頼を失うことになるかもしれません。そ
の場所の感染率が曖昧であることは、物理
的な職場で仕事をしなければならない従業
員や、外出して買い物やビジネスを行いた
いと考えている顧客、両方の物理的信頼を
失うことにつながりかねません。

信頼とコミュニケーション：
ステークホルダー間の
透明性を優先する
おそらくすべての組織にとって
最も重要なツールである効果
的なコミュニケーションは、
約束したことは必ず守るアジ
ア太平洋地域のファミリー組
織にとって、特に重要です。

成長したファミリーエン
タープライズの考え方

組織は、さまざまなステークホルダー、顧客、従
業員、サプライヤー、コミュニティ、その他の家族
にとってどの程度、信頼できる存在ですか。
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クライシスコミュニケーションチー
ムを設立しましょう（まだ存在しな
い場合）。公的危機や内部の危機
が発生したときには明確さと共感
をもって危機に対応することで、組
織を前進させ、その過程ですべて
のステークホルダーの信頼を得る
ことが重要です。

包括的で共感できる従業員向けコ
ミュニケーションプランを策定しま
しょう。まだまだ未知のことが多い
環境の中で、あなたから提供され
る情報は従業員にとって貴重です。
一貫性のあるタイムリーなコミュ
ニケーションを取ることで、雇用主
と従業員の絆が深まります。職場
における現在の感染状況や、ス
ペースを清潔で安全に保つために
組織が行っていることについて透
明性のあるコミュニケーションを取
りましょう4。

従業員が顧客やその他のステーク
ホルダーともコミュニケーション
を取れるようにしましょう。公式か
どうかにかかわらず、従業員は
日々企業を代表して発言し、顧客
体験やエコシステムに影響を及ぼ
しています。従業員はまた「公式」
な情報源よりも信頼できると見な
される可能性もあります5。

的を絞った戦略的な財務透明性
に取り組みましょう。プライベート
カンパニーが財務情報を公に議論
することは反直観的であるように
思えるかもしれません。しかし、こ
の不安定な時期に、ビジネスの財
務状態について的を絞った戦略的
かつ透明性の高いコミュニケー
ションを取ることで、ステークホル
ダーとの財務的信頼を構築するこ
とができます。

信頼を兼ね備えたコミュニケーション
ステークホルダーのニーズを理解し、その
ニーズに対応する計画を持っていることを
示すために、ビジネスリーダーはどのよう
にコミュニケーションを計画したらよいで
しょうか。

機会
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パンデミック発生前は、世界
的に、特にアジア太平洋地域
において、プライベートファミ
リーエンタープライズは、非
ファミリーエンタープライズを
上回る堅調な収益成長と利益
を生み出していました 6。

2019年のアジア太平洋地域のファミリー
オフィスの純資産額は平均9億米ドル以上
となっており、多くの第一世代のファミリー
が大企業を経営しています7。アジア太平洋
地域のプライベートファミリーエンタープラ
イズは、成長のための効果的な選択を行い、
計画を確実に実行することで、成功へのポ
ジションを確立しました。 

特に新規市場参入や生産性の向上に関す
るイノベーションへの注力は、アジア太平
洋地域の多くのファミリーエンタープライズ
が採用している戦略の一つです8。ファミ
リーエンタープライズは、一般株主の要求
に縛られないため、より長期的な考え方で
成長計画を策定するフレキシビリティを享
受してきました。信頼は、これらの組織が成
長していく中で、ファミリーエンタープライズ
とエコシステムのステークホルダーを結び
付ける接着剤としての役割を果たしてきま
した。

コロナ期間中に高まった影響
現在のパンデミックによってもたらされた不
確実性のため、アジア太平洋地域のファミ
リーエンタープライズの成長機会はまちま
ちです。アジアを含む世界のファミリーエン
タープライズの予測によると、今後12ヶ月
間に収益と収益性がコロナ以前の水準に
戻ると予測している企業はわずか40％に
過ぎません9。中国、シンガポール、日本を
含むアジア太平洋地域の多くの政府は、コ
ロナの景気刺激策を民間部門に提供し、企
業の回復を支援しています10。地政学的な
問題を背景に、物理的および財務的なサプ
ライチェーンの混乱を克服することは、多く
のプライベートカンパニーにとって新たな
課題となっています11。

しかし、パンデミックは、新たな成長の道筋
を明らかにし、場合によっては予想以上に
早く新しいビジネスモデルや望ましいビジ
ネスモデルへのシフトを加速させています12。

これらの成長シフトでは、既存のケイパビリ
ティやキャパシティも試されています。例え
ば、インドネシア最大のタクシー会社であ
るBlue Birdは、パンデミックによるロック
ダウンを受けて、輸送サービスからMaaS
（モビリティ・アズ・ア・サービス）に拡大
するという長期計画を予定よりもはるかに
早く実行し、同社の IT部門に大急ぎで2つ
の異なるプラットフォームでの配送サービス
を開始させました 13。

信頼と成長・縮小の管理：
変化の時期における
関係の優先順位付け

Anthony Pratt氏とその家族が所
有する、オーストラリアに本社を置く
紙・包装・リサイクル企業のVisy
はこのほど、オーストラリアの
Owens-Illinoisとニュージーランド
のガラス製造企業の買収を完了しま
した。この取引は、オーストラリアに
おける製造業の大型買収案件の一
つです。取締役会長のAnthony 
Pratt氏は、今回の買収により、亡
き父Richard Prattの遺志である、
Visyをガラス製造市場の重要なプ
レイヤーにしたいとの思いが実現し
たと述べています。Visyは、これを
機に、価値の高い製造業の雇用へ
の強いコミットメントを示し、持続可
能なパッケージング戦略をさらに展
開したいと考えています14。 
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信頼を基盤とした成功・成長
アジア太平洋地域の企業がパンデミックから脱却し、新た
な成長機会を見い出す中で、信頼は、従業員、取締役会、
顧客、パートナー、コミュニティ、社会、および政府を活用し、
さらに関係を積み重ね続けるための資産です。

機会

公正・透明な価格設定を通じて顧客の財務的信頼を獲得
し続けましょう。一般の人々は、事業を展開しているコミュ
ニティに誠実に対応することより利益を優先しているように
見える企業に対して、ますます警戒心を強めています。過去
の他の危機の時と同様、コロナによって価格のつり上げ問
題が顕在化しています。顧客への公正な対応を約束してい
ることで知られるアジア太平洋地域のファミリーエンタープ
ライズであれば、地域の他の企業の模範となれるでしょう。

オペレーションの透明性を構築または維持し、従業員やサ
プライチェーンパートナーとの感情的信頼を確保しましょう。
会社の拡大に伴い、リーダーシップやその他の重要な役割
を担う人材を家族の枠を超えて積極的に採用するようにし
てください。ステークホルダーとの信頼を確保するために、
縁故採用という考え方は避けてください。既存プロセスの
透明性を高めることにより、物理的および財務的なサプラ
イチェーンパートナーとの信頼を強化してください15。

事業縮小が避けられない場合は、関係を持続させましょう。
アジア太平洋地域の多くのファミリーエンタープライズは、
市場の状況を鑑みて、事業を縮小するという難しい決断を
下しています。勇気と思いやりをもって困難な課題に取り組
み、信頼できる組織としての市場での評価を維持してくださ
い。関係は、終わるのではなく、別の形へと変化するのです。
例えば、かつての従業員を潜在顧客または将来のパート
ナーとして考え、接してください。

長期的と即時の両方の成長機会を模索して組織の目的
を達成し、コミュニティーのニーズに対応しましょう。中国
およびアジア太平洋地域の多数のファミリーエンタープラ
イズは、パンデミック期間を通して医師・看護師に資金や
設備を寄付しており、短期的な利益よりも長期的な社会的
責任への取り組みを示しています16。例えば、Minderoo 
FoundationのAndrew Forrest氏は、5月に西オースト
ラリア向けに何百万ものコロナ検査を確保するための取引
仲介を支援しました 17。
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特に長年のやり方で物事を進めてきたファ
ミリーエンタープライズの場合、たとえ新た
な投資がより良い結果につながるとしても、
変化の兆しに不安を感じることもあるでしょ
う。さらに、ファミリーエンタープライズの
リーダーが一部のテクノロジーに精通して
いない場合、支持を取り付けるのはさらに
困難になります。

とはいえ、デジタルトランスフォーメーション
は、拠点の多様化や進化を目指す企業に大
きな利益をもたらす可能性があります。

コロナ期間中に高まった影響
コロナ以前、アジア太平洋地域の多くのファ
ミリーエンタープライズは、すでにデジタル
近代化に焦点を合わせ、プロセスの最適化、
製品と顧客エクスペリエンスの向上、新し
い製品とサービスの開発に取り組んでいま
した 18。パンデミックと仮想化の急成長を受
けて、デジタルトランスフォーメーションの
緊急性が高まっています。一部のファミリー
エンタープライズがこれまで示していたデジ
タルトランスフォーメーションへの消極的な
姿勢も、必然的に減退傾向にあるといえる
でしょう。

オペレーションの観点では、データを保護
する必要性から、サイバーセキュリティ機能
への投資の必要性が高まっています。アジ
ア太平洋地域のファミリーエンタープライズ
は、積極的なサイバーセキュリティ計画を立
てる可能性が最も低いことが判明しており、
ステークホルダーの信頼が低下する可能性
があります19。サイバー脅威は、家族のプラ
イバシーや個人資産にも影響を与えること
から、他の種類の組織よりもファミリーエン
タープライズに大きな影響を与える可能性
があります20。

アジア太平洋地域のファミリーエンタープラ
イズが直面しているもう一つの厄介な問題
は、社会的距離の要件により、リモートワー
クや仮想コラボレーション、仮想コマースが
必要とされている一方で、文化的嗜好によ
り、対面でのやり取りが依然として強く支持
されているということです21。そのため、ア
ジア太平洋地域のファミリーエンタープライ
ズでは将来または少なくとも近い将来、リ
モートワークが増える可能性がある一方で、
特に対面でのやり取りを前提とする関係に
おいては、それが感情的信頼の損失につな
がる可能性もあります。

ファミリーエンタープライズにとって、デジタルトランスフォー
メーションは、新しい市場やセクターで競争するための重要な
機会を提供してくれます。同時に、変革の概念は本質的に破壊
的なものであり、ファミリーエンタープライズの持続性の特徴と
は相反しています。

信頼と加速するデジタルへの移行：
デジタルトランスフォーメーションと
テクノロジー投資

ベトナム最大のプライベート・コン
グロマリットであるVingroupは、
デジタルトランスフォーメーションに
重点的に取り組んでいます。子会社
の多くは、自動車、スマートフォン、
不動産、ホスピタリティとエンター
テイメント、ヘルスケア、教育などの
分野ですが、同社は、エレクトロニ
クスやソフトウェア開発、先端テクノ
ロジーへと戦略を進化させています。
子会社であるVinSmartは、スマー
トデバイスの開発・製造に焦点を当
てています。同グループは、AI、自
動化、次世代材料にも注力しており、
研究所を利用して先端技術や新興
技術の実用化に向けて研究を進め
ています。このような多様なケイパ
ビリティにより、Vingroupはテクノ
ロジーのリーディングカンパニーと
しての道を切り拓いています。

成長したファミリーエン
タープライズの考え方

どのステークホル
ダーが最も信頼でき
ますか。また、最も信
頼できないのはどの
ステークホルダーで
すか。
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文化的変化をサポートしてデジタルトランスフォーメーションを成功させましょう。
継続的なデジタルトランスフォーメーション（一部の国におけるリモートワークの
継続的な重視も含む）は、組織の文化にどのような影響を与えるのでしょうか。デ
ジタル成熟企業は、より分散した意思決定システムやクロスファンクショナルチー
ムを採用し、新しいことを試す可能性が高いといえます22。組織がデジタル化の取
り組みを進める中では、新しいプロセスとシステムや教育の機会を通じて、また既
存の人材を補う新しい人材を採用することで、これらの行動をサポートする機会を
模索してください23。組織の文化をデジタルトランスフォーメーションのサポートに
適応させることにより、従業員とリーダーの両者がデジタルテクノロジーを受け入
れ、デジタルテクノロジーがもたらす機会を活用することができるでしょう。

デジタル戦略をステークホルダーに伝えましょう。デジタル化が進んでいる組織
は、多くの場合、信頼を生み出す重要な能力である協調性や透明性にも優れてい
ます24。これまでに実行したことと、今後の計画を述べてください。デジタル戦略
が組織の目的をどのようにサポートし、前進させるかを示してください。おそらく最
も重要なことは、デジタルトランスフォーメーションが各ステークホルダーにとって
何を意味するのかを説明し、それが自身のニーズにどう影響するかを理解してもら
うことです。

サイバーセキュリティを優先させましょう。サイバー関連の投資、特にデータプライ
バシーに関する投資を削減しないでください。顧客と従業員のデータを保護するこ
とは、両者のデジタルおよび財務的信頼を構築するために必要な優先事項です。
プライベートファミリーエンタープライズにとって、家族の個人データのプライバ
シーを保護することは、家族のデジタルおよび財務的信頼を維持する上でも非常
に重要です。セキュリティ違反が発生した場合は、速やかにステークホルダーに通
知し、是正方法や再発しない理由を説明してください。

デジタルトランスフォーメーション下にお
ける信頼の維持
アジア太平洋地域のファミリーエンタープ
ライズは、デジタルトランスフォーメーショ
ンへの取り組みを開始して数年になるか、
開始したばかりかに関わらず、仮想環境で
有能かつシームレスに業務を行えるだけで
なく、焦点をテクノロジーに合わせること
ができることをステークホルダーに示す必
要があります。

機会
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例えば、シンガポールのアグリビジネス企
業であるWilmar Internationalの共同創
業者の子息のように、将来ファミリーエン
タープライズに加わる選択肢を残しつつ、ま
ずは自分の道を切り拓きたいと考えている
後継者候補もいるでしょう25。そのため、ファ
ミリーエンタープライズは複数の後継者シ
ナリオを積極的に策定する必要があります。
リーダーは、時間をかけて家族と密に連携
し、お互いの進化する視点を理解すること
で、思慮深く意図的な方法で組織を成熟さ
せるための態勢を整えるのです。

アジア太平洋地域のファミリーエンタープラ
イズの大半は、まだ創業者が主導している
ため、多くの企業が、十分に練られた後継
者計画を実施する初期段階にあるのは驚く
ことではありません26。実施が進んでいる企
業もあれば、そうでない企業もあります。最
近の調査によると、アジアのファミリーエン
タープライズのうち、明確な後継者計画を
ある程度策定している企業は約半数に留
まっています。この数は数年前の調査よりか
なり多いものの、それでも世界平均より遅
れています27。

コロナ期間中に高まった影響
現在の環境下で完全な後継者計画がない
ことで、誰が将来に向けて組織を的確に導
いていくのか疑問を抱いているであろう家
族や従業員の感情的信頼を損なう可能性
があります。次世代の家族にとって、感情的
信頼の喪失は、ファミリーエンタープライズ
での自分の将来やファミリーエンタープライ
ズの存続可能性に関する不確実性となって
表れます。その結果、リーダーシップに対す
る信頼や、いかなる立場であれ企業に参加
しようという意欲が低下する可能性があり
ます。

市場の状況からすでに自分の身分の安定性
を不安視している可能性が高い従業員に
とって、堅牢な後継者計画がないことで、実
権を握る家族と共有する独自の絆であり、
多くのファミリーエンタープライズを特徴づ
けている、帰属意識が損なわれる可能性が
あります。また、従業員は、会社の支払い
能力にさえ疑問を抱くようになり、組織にお
ける自分の将来の役割や新しい未知のリー
ダーと一緒に仕事ができるかどうかを疑う
など、財務的信頼の喪失につながる可能性
があります。

信頼と将来への準備：
後継者計画
すべての組織にとって、思慮
深い後継者計画は、組織の長
期的な健全性を維持する上で
鍵となります。ファミリーエン
タープライズの場合、創業者
がまだ経営権を手放す準備
ができていない、あるいは次
世代が経営権を引き継ぐ準備
ができていないといったデリ
ケートな問題が伴うことを考
えると、後継者計画はより困
難なものとなります。
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後継者計画の策定プロセスを開
始しましょう（まだ開始していない
場合）。今が適切な時期である理
由を説明することで、えこひいきや
手放すことに対する躊躇など、後
継者計画に伴うことの多い偏見や
課題を克服してください。タイム
テーブルを作成し、それに従ってく
ださい。ただし、状況が本当に必
要とするのであれば、計画を先に
進めることを恐れてはいけません。
良い計画を立てるには、新しい事
実が出てきたときにそれを処理す
る時間と広い心が必要です。

従業員との透明性を確保しましょ
う。たとえ家族であっても、後継者
としての資格がなければ、従業員
の組織に対する感情的信頼を損ね
る可能性があります。これに対処
するための方法として、従業員を
後継者計画の策定プロセスに巻き
込み、彼らの意見を求め、従業員
がリーダーシップの役割を担う方
法が考えられます。

次世代リーダーに一部の支配権を
委譲して、厳選した事業領域をサ
ポートしましょう。次世代リーダー
には、大きな組織の舵取りをする
前に、失敗から学んでもらいましょ
う。将来有望な後継者を教育また
は育成するためのさまざまな方法
を検討してください。現在の環境
下では重要な戦略的オペレーショ
ンに対する支配権を握る準備がで
きていないかもしれませんが、次
の混乱ではしっかりリードできるよ
うになっているでしょう。

単なる次世代リーダーの特定を超
えて考えましょう。後継者計画は、
将来のより大きな戦略的ビジョン
の枠組みの中で進めていく必要が
あります。

後継者計画の策定
アジア太平洋地域のファミリーエンタープ
ライズにとって、現在のパンデミックは、包
括的な後継者計画を実施するきっかけとな
る可能性があります。どのように計画を実
行したらよいのでしょうか。

機会
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しかし、家族の関与が増して組織が成長し、
大規模な組織のわなをより引き受けるにつ
れて、正式なガバナンスモデルの欠如がネッ
クとなる可能性があります。問題は、創業
者家族が、それまで機能していたやり方か
ら成長を維持するために必要なやり方に移
行することを潜在的に躊躇することにあり
ます。さらに、創業者家族の多くは、自分た
ちのビジネスに対する部外者の意見を信頼
せず、デリケートな問題を身内で対処するこ
とを望みます28。

幸いなことに、アジア太平洋地域の多くの
ファミリーエンタープライズは、ガバナンス
体制の重要性を理解しています。キルギス
共和国の大手段ボールメーカーである
Altyn-Ajydaarが内部統制やその他のガバ
ナンス問題を改善するために国際金融公社
（IFC）の協力を要請するなど、積極的に支
援を求めている企業もあります29。

コロナ期間中に高まった影響
パンデミックによってファミリーエンタープラ
イズのガバナンスの弱点が露呈しましたが、
そのいくつかはこの地域で事業を展開して
いる企業特有のものです。アジア太平洋地
域では、第一世代の組織が大半を占めてい
るため、多くの場合、創業者の望みを聞い
た上で意思決定がなされます。しかし多世
代企業であっても、ファミリーガバナンスの
オフィス構造や正式な取締役会が確立され
ていないことにより、多くのファミリーエン
タープライズが市場の変化に先手を打つの
が遅れています30。主要な意思決定者の健
康が危険にさらされ、組織が不安定な状態
に陥っている現在のパンデミック下では、こ
うした遅れはさらに緊急性を増しています。
その過程で、ステークホルダーの感情的お
よび財務的信頼が損なわれています。

欧州や北米のファミリーエンタープライズは、
こうした教訓を長い間身をもって学び、数
十年または数世紀にもわたって経験してき
た多様な危機に関する歴史的な視点を持っ
ています。しかしこれは、1979年に市場が
開かれ、起業家の第一波を生み出した中国
の第一世代のファミリーエンタープライズに
は当てはまりません31。アジアの他の地域
では、そのようなエピソードを経験した専門
の外部アドバイザーに対する信頼の欠如、
あるいは単にそのような課題に直面した際
に閉鎖的な独立独行を好む傾向が進歩を
行き詰まらせ、ファミリーエンタープライズ
がより急速に発展するのを妨げてきました。

ファミリーエンタープライズは、初期段階では、私的の孤立した
メカニズムを備えた起業家組織であり、通常、ビジネスは比較
的小規模ですが、機敏さや応答性が高くなります。

信頼とガバナンス：
正式なガバナンス体制の整備

成長したファミリーエン
タープライズの考え方

パンデミックは、ス
テークホルダーが組
織に対して抱いてい
る信頼のレベルにど
のような影響を与え
ましたか。
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すべてのステークホルダーに時代
が変わったことを周知しましょう。
これには、古い非公式なやり方や
紛争解決方法が、今後は正式な
ガバナンスモデルによって管理さ
れることになるというメッセージ
が含まれます。これは、財務的信
頼の構築に役立つでしょう。

設計から実行、修正まで、正式な
ガバナンスプロセスのあらゆる側
面に透明性を持たせましょう。たと
え不完全でも透明性をもって行動
することで、意思の真剣さを明確
に示すことができます。この透明性
の重視を、組織がデジタルトランス
フォーメーション戦略の一環として
実施している文化的な変化に合わ
せてください。うまくいけば、組織
は、デジタル文化を強化しながら、
ステークホルダーとの信頼性を高
めることができます。

正式なガバナンス体制を構築する
際には、特に家族以外の従業員を
含め、多くのステークホルダーか
らの意見を求めましょう。インク
ルーシブな感覚を持つことで、感
情的信頼が構築されます。

そして、ニーズの変化に応じてガバ
ナンス体制を進化させることを恐
れてはいけません。

正式なガバナンス体制の構築
危機管理に成功したファミリーエンタープ
ライズの多くは、長い間、家族の紛争に対
処するための正式なメカニズムを有してき
ました。それらの企業はすべての人の意見
を受け入れ、重要性の低い問題に共通す
る根拠を見つけ、より根強い問題へと組み
立てることで、発生した紛争に優先順位を
つけ、交渉を行っています。また、タイムリー
で客観的な分析を提供してもらうために、
家族以外の信頼できるアドバイザーに、時
には取締役会のメンバーとして、依拠する
傾向があります32。

パンデミックがなくてもアジア太平洋地域
のファミリーエンタープライズに正式なガバ
ナンス体制の重要性を強調することはでき
たでしょう。しかし、きっかけが何であれ、
そのような体制を持つことで、アジア太平
洋地域のファミリーエンタープライズは、内
的または外的な問題であるかを問わず次
の危機への準備、あるいは単に次のリー
ダーシップ移行を成功させるための準備を
整えることができるでしょう。

機会
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アジア太平洋地域のファミリーエンタープライズは、信頼を築
き、組織の指針となる価値観を遵守することで、ステークホル
ダーに貢献することに成功してきたため、信頼をもってリードす
ることが何を意味するかを直観的に理解しています。

混乱した市場で
成長するための道

ファミリーエンタープライズは、顧客、従業
員、サプライヤー、およびコミュニティとの
間で特別な信頼関係を共有しており、将来
の成功および企業を長く存続させるために
はその関係を守る必要があることを認識し
ています。

しかし、現在の世界的危機が組織に何かを
教えているとすれば、それは、これまで機能
していたことが今は機能しない可能性があ
るということです。従来のやり方や従来の前
提は、前例のない、予測不可能な状況によっ

て覆されつつあります。顧客、従業員、その
他のステークホルダーの信頼を得ている
ファミリーエンタープライズは、企業が現在
直面している未知の状況や、今後起こりう
る混乱を乗り越える準備ができています。

現在の環境下で今一度、信頼を重視したい
と考えている組織にとって、次の良いステッ
プは、組織とステークホルダーとの間に現
在存在する信頼のレベルを把握することで
す。

そのためには、リーダーはコロナ後の世界
で成功するために以下の3つの重要な質問
を念頭に答えましょう：

組織は、さまざまなステークホ
ルダー、顧客、従業員、サプラ
イヤー、コミュニティ、その他の
家族にとってどの程度、信頼で
きる存在ですか。

どのステークホルダーが最も信
頼できますか。また、最も信頼
できないのはどのステークホル
ダーですか。

パンデミックは、ステークホル
ダーが組織に対して抱いている
信頼のレベルにどのような影響
を与えましたか。

信頼をもってリードすることに関して、科学
的な公式はありません。信頼を獲得し、維
持し、必要に応じて再構築するには、コミッ
トメントと規律ある行動が必要です。しかし、
アジア太平洋地域のファミリーエンタープラ
イズにとって、信頼をもってリードすること
は、今まで以上に、収益性を生み出すこと
やその他のビジネス目標と同じくらい重要
な戦略的優先事項となっています。

3.

2.

1.
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